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ている（山田（２０１２））。本稿では，こうしたクレームに関する相対度数分布を g（c ; γ）のような連
続的な密度関数によって近似する。ここで，c は１特許出願当たりのクレーム数，γ は密度関数の
期待値を意味する。
次に，発明の数を k としよう。特許出願数を p とすれば，総クレーム数は pγ であるが，観察さ
れるすべてのクレームが発明に対応しているわけではない。そこで，β１を「クレーム割引率」と呼
び，観察されたクレーム数を β１で割り引いた cβ１が発明の数に対応していると考える。したがって，






g（c ; γ）cβ１dc，０＜β１＜１ （１）




g（c ; γ）｛γβ１β１γβ１β１γβ１１c｝dc＝pγβ１ （２）
と単純化される。
（２）式は，発明の数 k が pγβ１で表されることを意味している。ここで，p は特許出願数，γ は平均







ここで，dicは第 i 企業が c 産業に属する場合に１をとるダミー変数で，産業による特許性向（propen-







計に反映させるために導入される。発明数 kitは，実質研究開発費 rditとスピルオーバー・プール spit


































































ln γ ０．２１２＊＊ ７．８１９
ln rd ０．６３９＊＊ ７３．６８２















ln γ ０．２９９＊＊ ７．０５４
ln rd ０．６４７＊＊ ７３．６９０

































ln γ ０．２７１＊＊ ６．４０２
ln rd ０．６４５＊＊ ４４．１０９
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